
○倉敷市止水板設置工事等補助金交付要綱 

令和３年５月１３日 

告示第３４７号 

改正 令和３年６月１８日告示第４６９号 

令和７年３月１８日告示第１２６号 

（目的等） 

第１条 この要綱は、住宅、店舗、事務所等（以下「住宅等」という。）の止水板設置工事等

を行う者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することにより、住宅等の浸水被害を

防止又は軽減し、もって市民生活及び事業活動の安定を図ることを目的とする。 

２ 補助金の交付に関しては、倉敷市補助金等交付規則（昭和４３年倉敷市規則第３０号）に

定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において「止水板」とは、住宅等の内部への浸水を防止するため、当該住宅

等の出入口等に設置される防災設備であって、次に掲げる要件の全てを満たすものをいう。 

(１) 取外しが可能なものであること。 

 (２) 金属その他の耐水性の材質による耐久性のあるものであること。 

２ この要綱において「止水板設置工事等」とは、住宅等に止水板を設置する工事及びこれに

伴う住宅等の基礎又は外壁の止水効果を高めるための工事又は設置に特別な工事を要しない

簡易な止水板の購入をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、止水板設置工事等を行おうとする住宅等の所有者又

は占有者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金を交付しない。 

 (１) 止水板設置工事等を行おうとする者が、国、地方公共団体その他これらに準ずる団体

である場合 

(２) 止水板設置工事等を行おうとする者が、市税、下水道使用料、下水道事業受益者負担

金又は下水道事業分担金を滞納している場合 

(３) 止水板設置工事等を行うことについて住宅等の所有者から承諾を得られない場合 

(４) 販売を目的とする住宅等に止水板設置工事等を行う場合 



(５) 仮設の建築物である住宅等に止水板設置工事を行う場合 

(６) 高台等の地形その他の立地の状況により、浸水被害の発生が想定できない住宅等に止

水板設置工事等を行う場合 

(７) 止水板設置工事等を行おうとする者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（暴力団員でなくなった

日から５年を経過しない者を含む。以下この号において「暴力団員」という。）又は同条

第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者であ

る場合 

(８) 当該止水板設置工事等について、本市、国又は他の団体から他の補助金等の交付を受

ける場合 

(９) 前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めた場合 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（次条において「補助対象経費」という。）は、止水

板設置工事等に要する費用とする。ただし、住宅等の維持管理又は修繕のために要した部分

に係る費用は、補助金の交付の対象としない。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額とし、２０万円を限度とする。

この場合において、補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

２ この要綱による補助金の交付は、一の住宅等につき１回限りとする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下この条において「申請者」という。）は、所

定の交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 位置図 

(２) 工事の内容及び費用を記載した見積書又はカタログ等 

(３) 平面図その他の設置予定箇所に係る図面 

(４) 土地及び家屋の登記事項証明書 

(５) 設置予定箇所の写真 

(６) 止水板設置工事等に対する住宅等の所有者の承諾書（住宅等の所有者以外の者が補助

金の交付を申請する場合に限る。） 



(７) 市税の滞納がないことを証する書類（申請者が法人の場合であって、発行日から１月

以内のものに限る。） 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定により交付申請書の提出があったときは、これを審査し、補助金

の交付の適否を決定し、所定の通知書により通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定に当たり、必要な条件を付すことができる。 

（変更等の承認） 

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は

、止水板設置工事等の内容を変更し、又は止水板設置工事等を中止し、若しくは廃止しよう

とするときは、あらかじめ、所定の内容変更・中止（廃止）承認申請書を市長に提出し、そ

の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による承認に当たり、必要に応じて条件を付し、又は前条第２項の規

定により付した条件を変更することができる。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、止水板設置工事等が完了したときは、完了の日（設置に特別な工事を

要しない簡易な止水板の購入をした場合は、購入した日をいう。）から起算して３０日を経

過した日までに、所定の実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

(１) 止水板設置工事等に要した費用の領収書の写し及び内訳書の写し 

(２) 止水板設置後の現況写真 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、これを審査し、補助金の交付決

定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し

、所定の確定通知書により通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１１条 前条の規定による通知を受けた者は、速やかに所定の請求書を市長に提出するもの

とし、市長は、これに基づき補助金を交付するものとする。 



（補助金の取消し等） 

第１２条 市長は、補助事業者が偽りその他不正な手段により交付の決定を受けたとき、第３

条に規定する要件を満たさなくなったとき、又は第７条第２項若しくは第８条第２項の規定

により付した条件に違反したときは、第７条第１項の決定を取り消すものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定の取消しをした場合において、既に補助金を交付して

いるときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命じるものとする。 

（財産の処分の承認等） 

第１３条 補助事業者は、止水板設置工事等が完了した日の翌日から起算して、次の各号に掲

げる止水板の区分に応じ、当該各号に定める期間を経過する日以前において、補助金により

取得し、又は効用が増加した財産を補助金の交付の目的に反して使用し、又は処分（譲渡、

交換、貸付、廃止又は担保に供することをいう。次項において同じ。）しようとするときは

、あらかじめ、所定の財産処分等承認申請書を市長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

 (１) 主として金属製のもの １５年 

 (２) 前号に掲げるもの以外のもの １０年 

２ 市長は、前項の規定により承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分した

場合は、交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

３ 前項の規定は、第１項の承認を受けずに財産を処分した補助事業者について準用する。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和３年６月１８日告示第４６９号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和７年３月１８日告示第１２６号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

 


